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組織化と事業システム整備に基づく 
ビジネスモデルのデザイン
廣　田　俊　郎
Ⅰ　序
　トヨタ，新日本製鉄，ソフトバンクなど各企業は，それぞれの企業ドメインを定め，経営資
源を確保したうえで，有用な製品・サービスを提供するための取り組みを行っている。その際，
競争戦略や提携・協調戦略にも取り組み，より収益を高め，より企業成長が達成できるように
取り組んでいる。こうした取り組みが効果的なものであるには，各種の企業活動をシステム的
に統合する取り組みが必要である。その取り組みのなかで，組織内での諸活動をまとめる取り
組みは組織化と呼ばれ，取引業者や顧客との関係を形成する取り組みは事業システムの整備と
呼ばれている。
　組織化や事業システムの整備を効果的に行うことによって，有限の資源，限られた情報，制
約をともなった心理的エネルギーのもとで，企業組織として不確実な環境への対処を行い，合
理性と効率性を達成することが可能となる。近年，企業活動の組織化を適切に行い，事業シス
テムを整備することによって作りあげた企業活動システムの仕組みをビジネスモデルと呼ぶよ
うになってきた。経営戦略を形成するうえで重要な取り組みの１つは，組織化と事業システム
の整備であり，ビジネスモデルの形成なのである。各企業が，どのような方法によって組織化
を行い，事業システムを整備し，優れたビジネスモデルを作りあげているのかを，本論文で検
討していきたい。
Ⅱ　組織化と事業システムの整備という取り組みの構成要素
　組織化と事業システムの整備という取り組みを支える重要な構成要素とはどのようなものだ
ろうか。組織化と事業システムの整備をもとに作りあげられたビジネスのシステムをビジネス
モデルと呼ぶようになってきているので，この問いに対する答えを，ハメル（2001）のビジネ
スモデルの構成要素についての議論や，アファー（2004）のビジネスモデルについての議論，
オスターワルダー＆ピニュール（2012）のビジネスモデルについての議論などをもとに考えて
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いきたい。
　ハメル（2001）の枠組みでは，コア戦略，戦略的資源，顧客とのインターフェース，価値の
ネットワークなどの要素がビジネスモデルを構成している｠１）。ここで，コア戦略とは，ビジネ
ス・ミッション，製品と市場の範囲，差異化の方法などから成るものである｠２）。ヴァージン・
アトランティック航空の場合は，ライフスタイルやエンタテイメントを意識したビジネス・ミ
ッションを航空業界にもち込むというコア戦略を採用した。コア戦略の明確化以外の方法で他
企業に対する競争優位を獲得するには，企業の独自な資源としての戦略的資源の裏付けが必要
である。eBayはオークションのための顧客同士の市場を作りだすに当たって，新聞が「探し
もの欄」を運営するために用いた資源とはかなり異なる資源を必要としたのである｠３）。また，
顧客とのインターフェースを作りあげることも重要であり，それは顧客が何を欲しているかを
探り，顧客満足を高めるためのものである｠４）。さらに，納入業者やサプライヤーとビジネス上
の価値を作り出すための価値のネットワークを形成することも重要である｠５）。今日，企業の成
功を左右する重要な資源は，企業の外部にあることが多い。供給業者や，補完業者との連携を
強め，戦略的提携やジョイント・ベンチャーへ取り組むことも必要なのである。
　アファー（2004）の場合は，ビジネスモデルの構成要素として，経営資源の確保，効果的な
ターゲット市場のポジショニング，そして経営環境要因への対処，諸活動にともなうコスト動
向の見極めなどを挙げている｠６）。これらの側面に配慮しながら企業諸活動を展開することによ
って，効果的なビジネスモデルを作りあげることができることが図１で示されている。
　図１に示した経営環境要因対処とは，競争環境諸力や業種に固有な要因へ対処することであ
る。アファー（2004）によれば，効果的なビジネスモデルの形成の結果として，VRISAとい
う成果が得られる。ここで，ＶはValueを意味し，有用な製品やサービスの提供ができうるこ
とを意味している。ＲはRarenessを意味し，コモディティではない独自の価値が提供できる
ことを意味している。ＩはInimitabtilyを意味し，他社に容易には模倣されない強みを有する
ことである。ＳはSustainability（持続性）を意味するとともに，ＡはAppropriabilityを意味し，
利益を自社のものにできる能力を意味している｠７）。VRISAが得られるようなポジショニング，
１）ハメル（2001）  pp.100-126参照。
２）ハメル（2001）  p.102参照。
３）ハメル（2001）  pp.106-112参照。
４）ゲイリー・ハメルは『コア・コンピタンス経営』の著者の一人で，その書物においては，コア・コンピ
タンスの重要性を訴えた。この面に対応するのは，コア戦略や戦略的資源である。ハメル（2001）では，
それに加えて，顧客とのインターフェース，価値のネットワークなどを付加しており，よりオープンにビ
ジネスを展開することの重要性を主張していると考えられる。
５）ハメル（2001）  pp.122-126参照。
６）アファー（2004）  pp.9-11，pp.93-95，p.236参照。
７）アファー（2004）  pp.111-115参照。なお，アファー（2004）では，ＩをImitabilityと表現しているが，バ
ーニーは，この面をInimitability（模倣困難性）と表現し，その方が一般的であるので，ここではバーニー
に従った。
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経営資源の確保，コストモデル，経営環境要因への対処の組合せがビジネスモデルの形成には
必要なのである。
経営環境要因対処
競争環境諸力
業種
経営資源 結合された諸活動
ポジショニング
顧客価値
戦略的ポジシ
ョン
諸活動の
コスト
ＶＲＩＳＡの
追求
固有要因
図１　アファー（2004）によるビジネスモデルの構成要素
〔出所〕アファー（2004）  p.94，p.236を基に作成。
　オスターワルダー＝ピニュール（2012）では，ビジネスモデルの９つの構成要素を示してい
る｠８）。第１は，顧客セグメントを定めることであり，第２は価値提案（value proposition）を
行うことである。第３は，チャネルを設定することであり，第４は，顧客との関係を形成する
ことである。第５は，収益の流れを確認することであり，第６は，一連の活動を支える戦略的
資源を育成すること，第７は，そうした戦略的資源を活用した主活動の展開を行うことである。
第８は，社外などとのパートナーの形成であり，第９は全体のコスト構造の形成である。
　たとえば，2001年にアップルは，iPodという携帯音楽プレイヤーブランドを立ち上げたが，
その顧客セグメントは，音楽愛好者のマスマーケットであった。アップルの価値提案とは，顧
客がデジタル音楽をいとも簡単に検索でき，シームレスな音楽体験を楽しめるようにするとい
うものであった｠９）。チャネルとしては，iTunesオンラインストアを設定した。収益の流れとし
ては，収益の多くがiPodの販売というハードウェアによるものとした。戦略的資源としては，
アップルのブランドや，iTunesのソフトウェア，楽曲の利用許諾権などが考えられた。また
社外とのパートナーの形成については，レコード会社との関係を形成し，コスト構造について
は，iPodの製造コスト，マーケティング・販売コスト，システムのデザインを担当する従業員
８）オスターワルダー＝ピニュール（2012）では，ビジネスモデルの構成要素のことを，ビジネスモデルの
構築ブロックと呼んでいる。また，ビジネスモデルの構築ブロックを示した図をビジネスモデル・キャン
バスと呼んでいる。オスターワールド=ピニュール（2012）  p.42参照。
９）オスターワルダー＝ピニュール（2012）  pp.46-47参照。
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の人件費などが主たるものであった｠10）。
⑨コスト構造 ⑤収益の流れ
⑧パート
ナー
⑦主要活動
⑥キーリソース
①顧客セグ
メント
④顧客との関係
③チャネル
?????
図２　オスターワルダー＝ピニュール（2012）によるビジネスモデルの構成要素
〔出所〕 オスターワールド＝ピニュール（2012）  p.49参照。彼らによれば，これらの構成要素の
うち，図の左半分は効率を高めるためのものであり，右半分は価値を高めるためのもの
である。
　各論者によるビジネスモデルの構成要素についての主張をまとめたものが表１である。以上
の議論に共通に見られるビジネスモデルの第１の側面は，顧客に対する取り組みを行うことで
ある。ハメル（2001）では顧客とのインターフェースを通じて顧客利得の把握を行うことを重
視しており，アファー（2004）では顧客価値を高めることを重視している。また，オスターワ
ールド＝ピニュール（2012）では，顧客セグメント，価値提案，顧客との関係を重視している。
次に各論者の間で共通に見られるビジネスモデルの第２の側面は，企業活動の基本プロセスと
名づけられるものである。ハメル（2001）では，それをコア戦略と表現し，アファー（2004）
では結合された諸活動と表現している。オスターワールド＝ピニュール（2012）では主要活動
と表現している。
　各論者の間で共通に見られる第３の側面は，経営資源の活用と呼ばれうるもので，戦略的資
源，経営資源，キーリソースなどがその内容として挙げられる。そして，第４の側面は，社外
との関係であり，価値のネットワーク，競争と協調，パートナーとのコミュニケーションやチ
ャネルなどが挙げられる。最後に，第５の側面は，成果向上の取り組みについてのものであり，
ハメル（2001）では利益ブースターと呼ばれる取り組みを，アファー（2004）ではVRISAが
得られることを，オスターワールド＝ピニュール（2012）では，コスト構造や収益の流れを適
正なものとすることを重視している。
10）オスターワルダー＝ピニュール（2012）  pp.46-47参照。
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　社内の経営資源や社外との関係，また何よりも顧客が何を欲しているかについての知識を企
業活動の基本プロセスに活かしていき，有用な製品・サービスを提供し，収益を上げようとす
る仕組みがビジネスモデルである。有用な製品を作る仕組み，そしてそれを売って儲ける仕組
み，そして，そのプロセスを通じて他社と差別化をするための仕組みの全体がビジネスモデル
なのである。
　以上で示したビジネスモデルの構成要素のなかで，「企業活動の基本プロセス」と「経営資
源の活用」は，製品やサービスを提供するための仕組みにかかわるものである。それに対し，「顧
客に対する取り組み」と「社外との関係」は，基本プロセスを実行するのに必要な企業外部と
の関係を構築するための取り組みである。これらの取り組みを踏まえつつ，「成果向上の取り
組み」にも着手することによって，有効なビジネスモデルをデザインできるのである｠11）。
Ⅲ　組織化や事業システムの整備による価値創造の方法
　組織化や事業システムの整備を通じて，情報を適切に活用しつつ，関係者の心理的エネルギ
ーを力強く喚起しながら資源を効果的に変換し，有用な製品・サービスの提供を行うためのさ
まざまな企業活動の遂行が可能となる。顧客ニーズが効果的に把握できるようになり，最新の
技術動向も取り入れた製品開発も行えるようになる。その結果，競争力ある製品・サービスが
提供でき，収益性の追求も可能となるような企業活動の遂行が可能となる。適切なビジネスモ
デルのデザインによって，多くの関係者にメリットをもたらすような形で，資源や情報，心理
的エネルギーの流れや組織化の方法を再編成しうるのである｠12）。
表１　ビジネスモデルの構成要素
顧客に対する 
取り組み
企業活動の 
基本プロセス
経営資源の活用 社外との関係
成果向上の 
取り組み
ハメル（2001）
顧客とのインタ
ーフェース
コア戦略 戦略的資源
価値のネットワ
ーク
利益ブースター
アファー（2004） 顧客価値
結合された諸活
動
経営資源 競争と協調 VRISA
オスターワールド
＝ピニュール
（2012）
顧客セグメント
価値提案
顧客との関係
主要活動 キーリソース
パートナー，チ
ャネル
コスト構造，収
益の流れ
〔出所〕筆者作成。
11）山田（2012）  pp.104-106において，アファー（2004），チェスブロウ（2007），ジョンソン（2011）など
の議論に基づいて，ビジネスモデルの構成要素を示している。
12）廣田（1992）  p.126参照。この論稿では，「ソーシャル・イノベーション」という用語を用いて，新たな
ビジネスモデルの登場を説明しようとしている。
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１．資源，情報，心理的エネルギーの活用に基づく企業活動システム
　各企業は資源，情報，心理的エネルギーを活用して，生産，購買，販売，財務などの企業諸
活動を展開している。ここでは，各企業が情報，資源，心理的エネルギーなどの要素を活用し
て各種の活動を展開していくに当たって，どのような取り組みを行っているかを考察してみた
い。
　マーチ＝サイモン（2014）によれば，テイラーなどの古典的組織論では部門化によって各種
の活動が問題なく効果的に展開されると考え，各種の活動の間の調整問題を無視しがちであっ
た｠13）。個々の活動自体が，資源，情報，心理的エネルギーなどの効果的な活用が可能なように，
ルール化され，マニュアル化され，ルーティン化され，効率的なものとなっているとしても，
活動相互には各種の相互依存関係があり，それらの調整が必要である。さまざまな相互依存関
係のために生じがちなコンティンジェンシーを解消させながら企業活動を展開していくことが
必要なのである。
　また，個々の企業活動の内容は，いったん決定されたとしても，そのまま固定されてしまう
ことはない。組織メンバーの探索や工夫によって，活動内容や形式についての別な代替案の創
出が図られ，より良い対応策を見いだしたうえでそれに取り組むという活動が展開されている。
そうした探索や工夫は，組織メンバーのモティベーションなどの心理的エネルギーの水準によ
って影響されるが，モティベーションの水準自体が組織の運営方法によって影響されている面
がある。企業活動の全体は，あらかじめ定められた固定的なプログラムの集合から成るという
よりも，環境変化について得られた情報やマネージャーからの指示，そして組織メンバーの工
夫などによる新たな活動方式の提案などを通じて変革され続けているのである。
　一連の企業活動では，環境変化として明らかになってきた各種の情報を考慮に入れながら，
各種部品・原材料などの各種資源に対しての働きかけが行われ，製品・サービスの提供につな
がる活動が展開されている。また，一連の企業活動のあり方については，組織関係者がいだく
さまざまな関心や心理的エネルギーに裏づけられた探索が行われており，その結果，各種の変
革が導入されている。そのため，企業が展開する活動には，ルーティン化された活動もあれば，
新たなプログラムの模索の結果としての活動も見られる。ルーティン化された手続きによって
規定される活動を展開するということは，当該活動をスムーズに実行できることを意味するだ
けでなく，他の部門との調整の必要性も最小限にさせうることを意味する。そして，各種活動
をルーティンに基づいて実行していく担当者の活動は，当該組織のカルチャーによって支えら
れている面もある。
　ただし，従来のままの活動では十分成果が得られなくなったような場合，企業全体の諸活動
のあり方を基本的に変革するためのイノベーション活動も取り組まれており，そうした取り組
13）マーチ＝サイモン（2014）  p.33参照。
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みが組織メンバーのイニシアティブによって導かれている面が見られる。
情報
資源
心理的エネルギー
ルーティン
カルチャー
イノベーション
イニシアティブ
諸活動の調整
インセンティブの満足
競争優位性
収益性
要素 成果
環境
組織
メンバー
アーキテクチャ
ルーティン化活動
新プログラム活動
活用型活動
探索型活動
企業　活動
図３　企業活動の規定要因と成果
〔出所〕 筆者作成。ただし，図の構想に当たり，サローナー／シェパード／ポドルニー（2002）
の各種の図を参照した。
　企業が繰り広げる諸活動において，情報と資源の流れが組織化され，諸活動に対する人びと
のエネルギーの喚起が図られている。そして，資源，情報，心理的エネルギーを効果的に活用
して，さまざまな活動が，ルーティンやカルチャーによって支えられつつ実行されている。各
種の活動への取り組みを定型化しようとする動きだけではなく，既存の活動についての新たな
取り組みをしようとするイニシアティブやイノベーションへの取り組みも見られる。そういう
取り組みの結果として，物的な資源の変換がより効果的に行われるようになり，心理的エネル
ギーの動員もより効果的に行われるようになる。そうした効果的活動の探究のプロセスを通じ
て競争優位の獲得が目指されるが，既存の強みや優位性を発展させ，深めるような活用型
（exploitation型）の取り組みと，新たな競争優位の構築を目指す探索型（exploration型）の取
り組みとが見られる｠14）。
　各企業は，資源，情報，心理的エネルギーを効果的に活用できるようにテクノロジーを運用
して，企業活動を展開しているが，その企業活動の展開は，組織化と事業システムの整備を通
じてより有効なものとなり，より効果的に価値を創造できるようになる。ただし，価値創造の
方法は，用いるテクノロジーやビジネスの組織化の仕方によって，その形態が異なると思われ
る。
14）サローナー／シェパード／ポドルニー（2002）  p.126参照。活用型と探索型という対比のアイディアは，
マーチ（1991）の提唱に基づくものである。
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２．バリューチェーンに基づく事業システム
　製造業では長連結型と呼ばれるタイプのテクノロジーを用いた活動が展開されている。ここ
で，長連結型テクノロジーとは，ある工程のアウトプットが，次工程のインプットとなり，次
工程のアウトプットがさらに次の工程のインプットとなるというように，工程の連鎖が見られ
るタイプのテクノロジーである｠15）。ポーター（1985）によるバリューチェーン概念は，そうし
た諸活動の連鎖が価値創造の活動の連鎖であることを示したものである。バリューチェーンで
は，種々の資源が次第に加工・変形されていくが，一連の資源の加工・変形という活動を支え
ているのは，作業や技術に関する各種の情報である。つまり，企業活動には，ものづくりにか
かわる現場での作業や業務への取り組みが不可欠であり，それらがバリューチェーンで示され
る各種の主活動として効果的に結びつけられることが必要である。とはいえ，諸活動の遂行を
支援するための全般管理も必要であり，人事・労務管理，技術開発などの支援活動も必要であ
る｠16）。そこで，種々の主活動を遂行する従業員の心理的エネルギーを高めるための人事・労務
管理が支援活動の１つとして取り組まれていることも価値連鎖の図の中で表現されている。
図４　バリューチェーン（価値連鎖）
〔出所〕ポーター（1985）  p.49参照。
３．バリューネットワークに基づく事業システム
　銀行業，証券業，人材紹介サービス業，SNSなどでは，多くの関係者を結びつけることがビ
ジネスの成功につながる。そのため，媒介型というテクノロジー類型を活用し，多くの関係者
15）トンプソン（2012）  p.21参照。アファー（2004）  p.85参照。
16）ポーター（1985）  pp.48-56参照。
89組織化と事業システム整備に基づくビジネスモデルのデザイン（廣田）
を結びつけることによって，価値創造を成し遂げている。バリューネットワークという形態で
価値創造を行っているのである｠17）。
　相互依存しているクライアントや顧客を結びつける（銀行の預金者と借り手）ことにより価
値を作り出すというバリューネットワークにおける第１の重要な取り組みは，ネットワーク・
インフラの構築をまず行うことである。銀行の場合は，各地に店舗を展開し，情報ネットワー
クを整備することが必要である。バリューネットワークにおける第２の重要な取り組みは，顧
客の増大を図る取り組みである。顧客数をできるだけ増大させることがネットワークの発展に
とって重要であり，facebookも，この観点から，さまざまな手を用いて顧客数の増大を図って
いる。携帯電話サービス業の場合は，基地局の整備などネットワークのインフラを構築する活
動を終えたうえで，「つながりやすさ」をアピールして顧客の増大を図ろうとしている。
　ネットワーク・インフラの構築への取り組みの後に，サービス対象顧客を増加させるための
取り組みが行われる。預金者の預金を集めて，それを資金借入者に貸し出すというように，預
金者やローン借入者などの関係者を結びつけることによって価値創造が行われるのであり，銀
行の役割は関係者同士を媒介することである。バリューネットワークの媒介者としての企業組
織は，自社が遂行する諸活動を標準化することによって，コストの引き下げに取り組んでいる。
たとえば，契約を標準化して，加入をより容易なものとするように取り組むことによって，加
入者を増加させるための取り組みを行っている。数多くの生産者と消費者との間のギャップを
埋める機能（役割）を果たしている卸売業者，小売業者などの流通業もネットワーク型の産業
である。
　バリューネットワークでは，バリューチェーンのように，前工程のアウトプットを変換して，
次工程のインプットとし，次工程でさらにそれを変換するという形態で価値を創造しているわ
けではない。銀行の場合，預け入れられた預金をいわば原材料として，それを貸付資金に変換
しているわけではない。多くの関係者を結びつけて媒介するという役割を果たすための仕組み
や諸活動によって価値を創造しているのである｠18）。銀行というバリューネットワークにおける
価値創造のプロセスを示したものが図５である。バリューチェーンの場合の支援活動と同様な
支援活動がバリューネットワークにおいても見られることを図５の上の部分が示している。た
だし，技術開発については，ネットワークのインフラストラクチャの開発や新サービスの開発
などの取り組みに関するものであるという点が特色である｠19）。バリューネットワークでの主活
動は３つに区分されるが，それらは，バリューチェーンでの主活動のようにシームレスに連続
的に結び付けられているというよりは，オーバーラップしながら展開されている｠20）。
17）Stabell and Fjelstad（1998）  pp.427-433参照。Afuah（2004）  pp.86-87参照。
18）Stabell and Fjelstad（1998）  pp.427-429参照。
19）Stabell and Fjelstad（1998）  p.430参照。
20）Stabell and Fjelstad（1998）  p.430参照。
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　バリューネットワークには，ネットワーク外部性という特性が見られる。ネットワークにか
かわる顧客（クライアント）が増えれば増えるほど，ネットワークの価値が増していくからで
ある。結婚相談サービス業もバリューネットワーク型のサービスの１つであるが，そこでは会
員顧客が増えれば増えるほど，ネットワークの価値は高まる。銀行についても預金者の数が増
えれば増えるほど，借り手がローン借り入れをできる可能性が高まり，銀行の持続可能性が高
まり，銀行の価値が高まるのである｠21）。こういうネットワーク外部性という特徴も考慮しなが
ら，バリューネットワークに対する取り組みが行われている。
４．バリューショップに基づく事業システム
　病院，大学などでは，特定の対象に対してさまざまな活動を集中的に適用し，対象がもつ問
題の解決を図ろうとしている。この種の業態で採用されているのが集中型というテクノロジー
類型である。集中型テクノロジーとは，病院の場合であれば，働きかける対象としての患者に
対して，患者の抱える問題を解決するのに必要な諸活動を患者に向けて集中的に働きかけるこ
とによって問題の解決を図るようなタイプのテクノロジーである｠22）。多様なクライアント（顧
客）が固有に抱える問題は何なのかをまず明らかにし，問題の解決に必要な種々の活動をクラ
イアントに向けて集中的に適用しようとする。ある特定の対象に対して変化をもたらすことが
できるように，変化させたい対象に対して多様な手法を集中的に適用するという集中型テクノ
21）アファー（2004）  p.87参照。
22）トンプソン（2012）  pp.23-24参照。
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図５　銀行の場合のバリューネットワーク
〔出所〕Stabell and Fjeldstad（1998）  p.430参照。
91組織化と事業システム整備に基づくビジネスモデルのデザイン（廣田）
ロジーは，特注型のテクノロジーであり，対象物の性質に応じて問題解決の仕方を変えようと
している。
　集中型テクノロジーを適用しようとする場合，バリューショップという形態で価値創造が行
われる｠23）。バリューショップでも，バリューチェーンにおけるように，各活動を通じて資源に
ついての変換を積み重ねていき，最終製品の提供に結実させているというわけではない。予め
定められた諸活動を順々に実行していくわけではないのである。弁護士事務所や病院，建設会
社などでは，クライアントの抱える問題に対する多様な対応を試行錯誤のプロセスを通じて行
っている。
　多様なクライアントに対して集中型テクノロジーを幅広く適用するのを可能にするバリュー
ショップでも支援活動は不可欠である。全般管理（インフラストラクチャ）や人事・労務管理，
技術開発，調達活動などが支援活動として十分に展開される必要がある。多様なクライアント
に対する多様な対応を可能にする幅の広い経営資源を企業組織内に保有することが必要なので
ある。
　バリューショップでの主活動も，バリューチェーンの場合の主活動のように連鎖的に行われ
るわけではない。バリューショップでの主活動は，むしろ循環的に行われるのであり，図６で
は各活動がサイクルをなすように表示されている。なお，主活動の輪の中に描かれた小さな輪
は，より小規模な問題解決のサイクルを示しており，一連の活動がスパイラル的に実行される
ことを示している。
　バリューショップ型の組織には，多様な問題の解決を求める数多くの顧客（クライアント）
が訪れている。たとえば，総合病院には，いろいろな症状に悩む人々が訪れるが，彼らに対し，
さまざまな分野の専門医が的確な診断を下したうえで病気の治療に当たろうとしている。人々
の病気が何なのかを解明するための高度な検査機器が備えられ，検査技師も待機している。名
声の高い病院には，さまざまな患者が訪れて治療を希望しているが，それらの患者に対して，
適切な活動を適用し，治療を行っている。
　バリューショップにおける問題発見と情報入手という活動は，クライアント（顧客）が有す
る問題を把握し，検討し，解決されるべき点は何かを明らかにするためのものであり，Stabell
（1998）によれば，この段階は製造業の場合で言えば，マーケティングに当たるものであり，
製品コンセプトの形成に当たる段階である｠24）。バリューショップへは，数多くのクライアント
がさまざまな問題を抱えて訪れてくるのであり，各組織は，問題の特質を見きわめたうえで，
保有する各種の経営資源を問題解決のために適用している｠25）。最初に試みた経営資源集合の適
用で問題解決ができなければ，他の経営資源集合（他の医師，他の治療法，他の検査法）の適
23）Stabell and Fjelstad（1998）  p.420参照。
24）Stabell and Fjelstad（1998）  pp.423-424参照。
25）アファー（2004）  p.87参照。
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用を試みるというように，問題解決への取り組みがスパイラル的に試みられる。こうした取り
組みは，問題が解決されるまで繰り返されるのである。
５．モジュラー型とインテグラル型
　以上では，トンプソン（1969）で示された３つのテクノロジー類型についての考え方を発展さ
せた３つのビジネスモデルの原型を示したが，各種の企業活動の間に見られる「相互作用」に
着目し，その相互作用のあり方から企業活動のデザインを考えるという枠組みが示されてきた。
　そうした考え方についてのカギ概念は「モジュール化」と「アーキテクチャ」であり，1990
年代末頃から経営学者たちが注目するようになったものである。ここでモジュール化とは，複
雑な製品システムを開発するのに必要な活動部分を互いに独立したものにしたうえで，部分間
のインターフェースについてのルールを事前に決めておくという取り組みのことである。モジ
ュール化によって，各部分の開発を他の部分とは独立して進めることができるようになる｠26）。
モジュール化という概念は，製品開発を進めるときの方法にかかわるだけでなく，組織のデザ
インや，より広い社会現象についての議論を可能にするものなのである。
　次に，アーキテクチャとは，構成要素間の相互依存関係のパターンを規定するシステムの構
成の仕方のことである。モジュール化を採用したアーキテクチャと，そうではないアーキテク
チャを考えることができる。モジュール化を採用したアーキテクチャはモジュラー型と呼ばれ
全般管理（インフラストラクチャ）
人事・労務管理
技術開発
調達活動
問題発見と
情報入手
問題解決
実行
コントロール／
評価
主活動
????
選択
図６　バリューショップの図式
〔出所〕Stabell and Fjeldstad（1998）  p.430参照。
26）青島・武石（2001）  p.37参照。
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る。モジュラー型とは，もとのシステムを分離可能な，いくつかのサブ・コンポーネントに分
けることができると考えて製品や組織を作り出そうとするアプローチである。他方，モジュー
ル化を採用しないアーキテクチャは，インテグラル型と呼ばれる。インテグラル型とは，各部
分を互いに独立したものとするよりも，各部品間の相互調整をきめ細かく行い，部品同士のイ
ンターフェースも最適設計するというタイプの製品設計のアプローチである｠27）。インテグラル
型では，一連のサブ・コンポーネントの緊密な調整を行って初めて価値が生み出されると考え
て製品や組織を作り出そうとしている。
　製品設計に際しては，製品のアーキテクチャを考えて取り組むが，そのアーキテクチャは，
製品そのものの構造を規定するだけでなく，製品を開発するときの組織のあり方も規定する。
それゆえ，製品をモジュール化するということは，組織と戦略のあり方にも影響を及ぼすので
ある。
　このように，モジュラー型とインテグラル型というアーキテクチャの観点から，製品・テク
ノロジー・組織のあり方を理解しようとする動きによれば，製品のアーキテクチャが組織のあ
り方や競争力にも影響を及ぼす。たとえば，自動車という製品については，モジュール化への
試みがなされているものの，依然としてインテグラル型の側面を有している。各部品の間の相
互依存関係の程度も強く，各部品間についての擦り合わせ的な調整が必要である。こうした製
品アーキテクチャの特色のため，自動車製造にあたる製造組織についても緊密な部門間協力が
必要となる。こういう部門横断的に行われる調整・統合能力については日本企業が強みを有し
ていることが，日本企業が自動車製造について競争力を持ち続けている背景となっているので
ある｠28）。
　こうしたアーキテクチャの議論によって，特定のタイプのアーキテクチャをもった製品につ
いては，組織内あるいは組織間の密接な相互作用を活用したビジネスモデルを形成することが
きわめて重要であることが明らかとなるのである。
Ⅳ　ビジネスモデルについての新たな動き
　各企業は，バリューチェーン，バリューネットワーク，バリューショップの形態で，あるい
はモジュラー型ないしインテグラル型の形態でさまざまなビジネスモデルを作り出している。
ビジネスモデルの構成要素には，①独自な顧客価値の提供，②企業活動の基本プロセス（コア
プロセス），③経営資源の効果的な活用，④コストダウンや成果向上への取り組み，などの面
がある。各企業がビジネスモデルの構成要素をめぐって展開する新たな動きにはどのようなも
のがあるかを次に検討したい。
27）藤本（2006）  p.307参照。
28）青島・武石（2006）  p.211参照。
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１．独自な顧客価値の提供についての新たな動き
　ビジネスモデルを新たに展開する動きの１つとして，独自な顧客価値の提供についての取り
組みが挙げられる。独自な顧客価値を新たに提供する方法の１つは，誰が顧客であるかを見つ
め直すことである。たとえば，今まで消費者が顧客であると見なしていた業界で，取引企業こ
そが顧客であるとする視点の転換を図る取り組みが挙げられる。中古車業界のガリバーの場合，
消費者から買い取った車を中古車販売業者に販売することにより，中古車販売業者こそがガリ
バーの顧客なのであると視点を転換した。従来，中古車業界は，一般の消費者から，自動車を
安く買い取り，別の消費者にできるだけ高く売ることで利益を得ることを目指してきた。その
ため，消費者からは愛車が安く買いたたかれるというイメージをもたれていた。ガリバーのビ
ジネスモデルとは，消費者から適切な価格で買い取った車を中古車販売業者が集まるオークシ
ョンで業者に販売するというものであった｠29）。消費者から車を買い取る際，査定の根拠を明確
にするため，オークションでの売却可能価格をもとに買い取り価格を設定することにした。顧
客を消費者だけと考えるのではなく，買い取りの顧客は中古車販売業者であると視点を転換す
ることにより，新たな顧客価値の創造を実現したのである｠30）。
　マイナスの差別化という観点から新たな顧客価値の創造を行おうとする取り組みも見られ
る。理容業のQBハウスの場合，提供するサービスはカットだけとし，髭そり，洗髪は行わな
いことにしている。その結果，散髪時間をきわめて短時間としている。タオルも洗濯したうえ
で，再利用するのではなく，使い捨ての不織布を用いている。さらに，金銭授受をなくし，チ
ケット販売機や電子マネーによる支払いとしている。中心的な顧客価値以外の部分を省いたサ
ービスの提供により，低価格での散髪サービスを可能にし，時間がなく，低価格を評価する顧
客に受け入れられている。その結果，2014年11月現在，QBハウスの店舗数は，国内で480店舗，
海外は88店舗に達している｠31）。
　リピーターを大切にする取り組みも見られる。小売業においては，自社の店舗で商品をたび
たび購入する優良顧客を優遇し，再購買促進を図る手法を採用している。それは，大規模調査
の結果，少数の優良顧客によって大半の売上がもたらされていることが判明したからである。
20％の優良顧客によって80％の売上がもたらされているのである。こういう現状を維持したり，
改善しようとしたりするため，一般顧客を相手にテレビコマーシャルや雑誌広告で多額の広告
宣伝を行うことについては効果が期待できない。優良顧客だけを対象にして再購買を促進させ
る方が効果的である。優良顧客を優遇する販売促進活動を行えば，顧客ロイヤルティの向上，
顧客の囲い込み，収益性の向上が期待できるからである。優良顧客の囲い込みの方法として
FSPという取り組みが考えられる。FSPは1980年代にアメリカン航空が初めて取り入れたもの
29）山田（2012）  pp.123-124参照。
30）山田（2012）  pp.123-124参照。
31）山田（2012）  pp.139-140参照。http://www.qbhouse.co.jp/参照。
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で，現在の航空各社が実施する「マイレージサービス」の原型になった｠32）。その後，ホテルや，
ドラッグストア，コンビニ，家電量販店などが利用客に会員カードを発行し，購買金額に応じ
てポイントを付与するなどFSPを採用し，販促戦略の１つとして定着している。なお，近年，
ワオン，Suicaなど他社の発行する電子マネーと提携するケースが増加している。
２．企業活動の基本プロセス（コアプロセス）についての新たな動き
　ビジネスモデルを新たに展開するうえでの別の動きには，企業活動の基本プロセス（コアプ
ロセス）についての動きがあり，SCM（サプライチェーン・マネジメント）への取り組みや，
バンドリングやアンバンドリングへの取り組みが挙げられる。
（１）サプライチェーン・マネジメント（SCM）
　サプライチェーン・マネジメント（SCM）とは，供給業者から消費者にいたる開発，調達，
製造，販売といった一連の業務のつながりについての運営のことである。一連の業務を担当す
る企業や部門の間で情報交換を行い，供給（サプライ）についての連携関係を作りあげようと
するものである。そのねらいは，迅速な納期，在庫の最小化，品質管理の改善などであり，顧
客満足の向上とコストの削減を実現しようとしている。そのため，EDIやインターネットなど
の情報技術を活用してサプライチェーン（供給業者間の連携）における情報交換の効率化，資
源提供のスピード化を図っている。
　日用雑貨の大手メーカーのP&G（プロクター・アンド・ギャンブル）の場合，1988年にウ
ォルマートとQR（クィック・レスポンス）取引を始め，ウォルマートとP&Gを合わせた在庫は，
３分の１となり，店頭欠品率は30％減少した｠33）。P&Gでは，この成功体験をもとに，QRから
生まれるさまざまな要求に対応できるサプライチェーン・マネジメントに取り組んでいる。ウ
ォルマートも，P&Gに自社のPOSデータを提供し，P&Gは，それをもとに製品を生産して，
工場からウォルマートに製品を自動発送している。ウォルマートとP&Gは，こうした方法に
よりサプライチェーン・マネジメントを効率化している。
　SCMの発展は，1980年代の米国で見られた。当時，食品，アパレル業界などの流通分野で
は海外からの安い製品の影響を受け，過剰な在庫を抱えるようになっていた。自動車業界でも，
日本車の進出に押され始め，それをきっかけに日本的生産方式の研究が始まった。その研究を
通じて，「リーン生産」，「コンカレントエンジリニアリング」といった考えが生まれてきた。
それらの問題への対処に共通しているのは，無駄な在庫をもたないようにしつつ，スピーディ
に供給を行うにはどうすればよいかという問題意識であった。この問題に対して，生産側の「プ
ロセス重視」「ジャストインタイム」「同期化」という考えに基づく改革と，流通業側のECR，
32）月泉（2004）  p.254参照。
33）福島（1998）  p.16参照。
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QRという両方の改革が合わさってSCMへと展開していった。こうしたSCMを導入することに
よって，新たなビジネスモデルが展開されているのである。
（２）アンバンドリング
　ヘーゲルⅢ＝シンガー（2000）によれば，あらゆる業務は３種類に分類できる。①カスタマ
ー・リレーション業務（顧客を見つけ出してきて，その顧客と良好な関係を築きあげること），
②イノベーション業務（魅力的な新製品や新サービスを考案して，商品化すること），③イン
フラ管理業務（日々繰り返される膨大な作業（ロジスティクス，在庫管理，生産，通信などの
設備を構築し，管理すること）の３種類である｠34）。これら３つの業務は，それぞれが企業全体
にとってのコアプロセスを構成しているが，これらの３種類の業務が，組織的にすっきりと分
担されていることはまずない。イノベーション業務の場合，製品開発部門以外の部門でも同様
の業務への取り組みが行われているのが普通である｠35）。
　ただし，これらの３つのコアプロセスを支配している経済原則は互いに異なっている。たと
えば，カストマー・リレーションシップ業務の場合，顧客とのリレーションシップを構築する
には，多大のコストが必要であり，それに見合う収益が得られるかどうかは「範囲の経済」を
活かすことができるかどうかにかかっている。イノベーション業務の場合は，スコープではな
く，スピードが決め手であり，「スピードの経済」が活かせるかどうかが問われる。また，イ
ンフラ業務の場合，大量あるいは多頻度の作業を処理する設備の構築と管理が求められるので，
34）ヘーゲルⅢ／シンガー（2000）  pp.12-13参照。
35）ヘーゲルⅢ／シンガー（2000）  p.13参照。
表２　３種類の業務の役割と特色
カスタマー・リレーション 
シップ業務　　　　　　　
イノベーション業務 インフラ業務
役割
顧客の特定，獲得そしてリレ
ーションシップの維持
魅力的な新商品や新サービス
の考案とその商品化
大量あるいは多頻度の作業を
処理する設備の構築と管理
経済面 
の特色
新規顧客の獲得にコストがか
かるため，顧客の総支出額に
占めるシェアを高めることが
重要。成功要因は「スコープ
（範囲）の経済」が得られる
かどうか
早く市場に参入することで，
プレミアム価格の設定や市場
シェアの獲得が可能。成功要
因は「スピードの経済」が得
られるかどうか
固定費が高く，限界コストを
下げるためには処理する数量
が多いことが重要。成功要因
は「スケール（規模）の経済」
が得られるかどうか
組織文化面 
の特色
顧客第一主義，高度なサービ
スを志向する
従業員中心主義，創造性の高
い「花形社員」を大事に養成
する
コスト重視，標準化や効率性，
予見可能性を重んじる
競争面 
の特色
スケールの拡大を求める，統
合が急速に進む，２，３の大
規模プレーヤーが支配する
有能な人材を競って求める，
参入障壁は低い，小規模プレ
ーヤーが成長していく
スケールの拡大を求めて競
争，統合が急速に進む，２，
３の大規模プレーヤーが支配
する
〔出所〕ヘーゲルⅢ／シンガー（2000）  p.14参照。
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「スケール（規模）の経済」が活かせるかどうかが問われる。このように，３種類の業務を支
配する経済原則は互いに異なるため，それらの調整が困難な場合がある。それにもかかわらず，
これらの３種類の業務が単一企業内に備えられなければならないという考え方が根強く存在し
ている。垂直統合型の大企業では，そういう考え方に基づいて，コアプロセスの再構築や再設
計に多大なエネルギーや経営資源を注ぎ込み，コアプロセスの合理化に努めてきた。しかし，
そうした合理化から得られる利益には限界がある。３つのコアプロセスを支配している経済原
則が互いに相容れないからである。そのため，これらの３種類の業務を１つの企業の中で行お
うとすると，それぞれの業務に求められる条件が，経済面でも組織文化面でもぶつかりあって
しまう。スコープ，スピード，スケールの３つの経済を同時に最適化することは不可能なので
ある。その結果，それらの間のトレードオフが生じてしまう。
　こうしたトレードオフを解消するための方策として，３種類の業務をすべて自社で行うので
はなく，ある業務については他の企業に外部委託するというアンバンドリングの方策が考えら
れてきた｠36）。つまり，こうした３つのコアプロセス間の差異を踏まえて，３つのコアプロセス
業務を別々の企業に担当させた方が効果的であるという考え方のもとに，もとの企業をいくつ
かの企業に分割して各種の業務に取り組ませるというのがアンバンドリングという取り組みで
ある。
　ヘーゲルⅢ＝シンガー（2000）では，アンバンドリングが生じている具体例として，電話会
社，新聞社，クレジット・カード会社，自動車販売業，金融業などを挙げている。本論文で示
した類型によれば，媒介型のテクノロジーを用いるネットワーク型産業の例が数多く挙げられ
ている。ネットワーク型産業では，こうした３種類に分類される業務が比較的明確な形で存在
しており，それだけアンバンドリングという取り組みに着手しやすいと考えられる。
　こうしたアンバンドリングの事例として，セブン銀行の取り組みが挙げられる。セブン銀行
は，金融制度についての規制緩和を背景として2001年に創業されたが，一般の銀行のように，
数多くの支店を構えて，個人から安い金利で預金を集め，それを高い金利で法人とローン借入
者に貸し出すというビジネスモデルを取らなかった。セブン銀行の場合は，自らの専用店舗を
設ける代わりに，コンビニに全国で１万6000台以上のATMを設置し，他行のキャッシュカー
ドで現金を引き出す時に発生する手数料から収益を上げる仕組みを取っている。ヘーゲルⅢ／
シンガー（2000）の主要との関連で言えば，セブン銀行はインフラ業務の一部をアンバンドリ
ングした銀行のビジネスモデルを開発したと考えられる｠37）。
３．経営資源保有の仕方についての新たな動き
　すべての経営資源を自社で保有するのではなく，得意分野についてだけ保有しようとする動
36）ヘーゲルⅢ／シンガー（2000）  pp.16-18参照。
37）山田（2012）  pp.166-167参照。
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きが見られ始めている。ある種の業態では，人材という経営資源の活用が非常に重要であるが，
専門家を雇うという取り組み以外に，マニュアル化を推進し，アルバイト人員でも業務を担当
できるようにさせるという取り組みが行われている。こうした取り組みが，ブックオフのビジ
ネスモデルでも見られる。従来の古書店では，買い取り価格や販売価格を決める「目利き」能
力をもった店員が必要であると考えられてきた。ところが，ブックオフでは，買い取った本を，
原則として定価の５割で販売するというように，業務を簡素化し，標準化することにより，人
件費の安いパートタイマーやアルバイトでも店の運営ができるようにした。旧来の古書店の経
営では属人的要素が強かったのに対して，ブックオフでは属人性を排して単純化と標準化を進
めたのである｠38）。
　経営資源保有の仕方を工夫するビジネスモデルはパーク24についても見られる。パーク24は，
駐車場管理業者としては日本国内最大手であり，日本国内各所でコインパーキング「タイムズ」
を展開しており，東京証券取引所１部に上場している。「タイムズ」の強みは，遊休地を一定
期間駐車場として供給できるシステムを作りあげたことであり，土地保有者が「一台分の土地
があれば契約可能である」としていることである。ロック付きの無人駐車料金徴収装置による
24時間無人時間貸駐車場を展開し，現在，国内最大の駐車場ネットワークを形成している。タ
イムズ以前の駐車場は１時間単位で課金するものが多く，わずか15分止めても，600円支払わ
なければならなかった。それに対し，パーク24は，30分単位で100円から課金するタイムズ事
業を1991年に開始させた。パーク24自体は，駐車場の土地を保有することはない。土地所有者
が整地した後，パーク24が看板設置，電気工事，機器設置などを自社の費用負担で準備すると
いう，土地の所有と駐車場の運営とを分離したビジネスモデルを作り出したのである｠39）。
　星野リゾートも経営資源保有についての新たな動きを体したビジネスモデルを展開してい
る。軽井沢の老舗温泉旅館「星野温泉旅館」の４代目として生まれた星野佳路は，米国に留学
して，近代ホテル経営を学んで帰国した。彼が帰国して目にしたものは旧態依然とした家業と
してのホテル経営であった。星野は，星野温泉旅館のトップの座に就任後，次々と大胆な変革
を断行した。彼は，日本全体がリゾート不況にあえぐ中で「リゾート運営の達人になる」を会
社のビジョンとして掲げ，経営破綻した大型リゾートの運営を次々と行い，よみがえらせるこ
とにチャレンジした｠40）。
　日本のリゾート施設については，これまで所有と運営が一体で行われることが多かった。従
来は，投資家や不動産業者がリゾート地を開発し，開発した土地の所有権をもちながら，その
リゾート地を運営するというビジネスモデルが一般的であった。ところが，バブルがはじけて
開発利益を得にくくなった投資家や不動産業者は，リゾート地の運営から手を引いてしまった。
38）山田（2012）  pp.172-173参照。
39）山田（2012）  p.88参照。
40）山田（2012）  pp.80-82参照。
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こういう動きのなかで，所有と運営を分離させたビジネスモデルを提唱したのが星野リゾート
であった。星野リゾートは，リゾートビジネスのアンバンドリングを実現させたのである｠41）。
　1980年代後半のバブル景気や総合保養地域整備法（リゾート法）による重点整備地区に指定
されて，各地に大型リゾートが誕生した。北海道勇払郡占冠村にあるスキー場・リゾートホテ
ル・コンドミニアムを中心とする通年型複合リゾート地（通称アルファリゾート・トマム）も
その１つであった。ところが，バブルの崩壊に伴い，1998年に破産（施設は，占冠村が買収）
した。2005年に星野リゾートが占冠村所有部分の運営を受託し，資金はゴールドマンサックス
が提供することにした。星野リゾートが運営ノウハウを提供し，ゴールドマンサックスが資金
を提供するというアセット・マネジメントで取り組んだのである｠42）。
　星野が経営に関与する旅館・ホテルを増やす中で，専門職である料理人の雇用の確保が困難
となる事態が生じた。この問題に対して，セントラルキッチン方式を採用することによって対
処した。千葉県にセントラルキッチンを設け，全国の星野グループのホテル・旅館に対して料
理を冷凍したうえで配達することにした｠43）。各旅館での食事提供については，人手のかかる部
屋食をやめ，レストランで提供することにした。そのため，レストランを増築して対処した。
従業員については，マルチタスク化を採用した。従来の旅館やホテルでは，フロント担当はフ
ロント業務だけ，レストラン担当はレストラン業務だけという分業制が取られていた。分業制
をなくし，厨房での食事の用意，食事の配膳，フロント業務，客室の清掃，デスクワークなど，
いろいろな仕事を各従業員が担当するようにし，コスト面で工夫したのである｠44）。
４．コストダウンへの取り組み
　ビジネスモデルのデザインを通じてコストダウンを図るには，あるビジネスモデルのもとで
の一連の企業活動の諸コストを把握することが必要である。アファー（2004）によれば，企業
活動にともなう諸コストには，経営資源コスト，活動コスト，そして製品コストが考えられる。
それらの関係を示したものが図７である｠45）。
　各企業は，各種の経営資源を用いて，価値創造を行うべく企業活動を展開しているが，各活
動ごとのコストを測定するABC管理（activity-based cost measurement）によって，製品ご
とのコスト，製品作りに必要な各活動のコスト，各活動に必要な経営資源のコストを測定する
ことが可能となる。それにより，直接費用と間接費用の測定も可能になる｠46）。
41）山田（2012）  p.82参照。星野氏がホテル業を学んだ米国では，ホテルやリゾート施設は，所有と経営が
分離しているところが多く，日本でもいずれそうした時代が来ると星野氏は，当時から考えていた。
42）山田（2012）  p.81参照。
43）山田（2012）  pp.83-84参照。
44）山田（2012）  pp.83-84参照。
45）アファー（2004）  pp.179-180参照。
46）アファー（2004）  p.180参照。
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　各企業は，バリューチェーン，バリューネットワーク，バリューショップのいずれかの形態
で各種の企業活動を展開しているが，企業活動にともなう諸コストを把握するには，いかなる
活動を展開しているのかをまず明らかにすることが必要である｠47）。そのうえで，各活動につい
てコストを押し上げる要因（コスト・ドライバー）には何があるか，コストを引き下げる改善
にはどのような方策が可能かを検討することにより，コストダウンを実現させることができ
る｠48）。企業が展開する活動には，研究開発（R&D），製品デザイン，製造，マーケティング・
販売，流通などがあるが，各活動のコスト動向については，業種に固有な事情によってコスト
が押し上げられている側面，その企業の業界内でのポジションによってコストの押し上げ圧力
が決められている側面（差別化戦略を取っているかどうか），企業活動の展開の仕方によって
決まる側面，経営資源の内容によって決まる側面などが見られる｠49）。
　それらのコストについて，①何らかの関係者のモラル・ハザード的な要因に基づくエージェ
ンシー・コストはないか，②経営資源の浪費がないか，③従業員の生産性について問題はない
か，などを検討することによりコストダウンの可能性を高めることができるのである｠50）。
Ⅴ　効果的なビジネスモデルを作りあげるプロセス
　現代企業による企業活動は，各種の資源，情報，心理的エネルギーを動員しながら，有用な
製品とサービスの提供の実現を目指して展開されている。ビジネスモデルとは，企業活動を独
自な仕方で遂行するように組織化を行い，事業システムの整備を行うことによって作り上げら
経営資源２
経営資源１
企業活動１
企業活動２
企業活動３
企業活動４
製品Ｂ
製品Ａ
図７　経営資源コストと企業活動コストの製品コストへの転換
〔出所〕アファー（2004）  p.179参照。
47）アファー（2004）  p.180参照。
48）アファー（2004）  p.180参照。
49）アファー（2004）  pp.180-184参照。
50）アファー（2004）  pp.197-198参照。
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れるものである。
　中でも，多くの関係者にメリットを与えるようにヒト，モノ，カネ，情報の流れを再編成す
ることによって，優れたビジネスモデルが作りあげられ始めている。それは，ヒト，モノ，カ
ネ，情報などの要素を創造的な仕方で統合することによって，従来見られなかった新しいシス
テムとして作りあげたものである。そのように優れたビジネスモデルがいかなるプロセスを通
じて生み出されるのかを，ここで検討してみたい。
１．新たなビジネスモデルの生成を促す要因への着目
　新たなビジネスモデルを生み出すときの最初の取り組みは，ビジネスモデルの生成を促す要
因としての技術や制度の変化という要因への着目を行うことである。たとえば，情報技術，通
信技術，測定技術，運輸技術，バイオテクノロジー等々の技術の変化が著しく，それらを活用
することにより，従来は不可能であった取り組みの可能性が生まれてきている。ただし，一連
の技術の進展が見られ，その影響が明確化してきたとしても，社会制度上の変革が手つかずの
ため，現実には，技術の利用に対して制度面でブレーキがかかることがある。そこで，社会制
度面の制約に対して，種々の規制の解除，人々の既成観念の打破，新たなルールの設定等のか
たちで対処できないかという可能性への着目が行われる。これらの技術変化と社会制度変化と
いう要因へ着目することにより，従来になかったようなビジネスモデルを生成する可能性が生
み出されてくる。たとえば，金融，通信，運輸などの分野では情報技術など各種技術の進展に
も関わらず，規制によって各種の新システムの構築が制約されている状況が今まで多く見られ
たが，さまざまな規制緩和によって可能となった方法に着目することにより，新たなビジネス
モデルをより大きな自由度をもって展開できるようになってきている｠51）。
　ビジネスモデルの生成を促す技術的な変化としては，①製品技術・生産技術（製品やサービ
スを開発し，生産加工する技術）の変化，②交通技術（人の移動や物の輸送の技術）の変化，
③情報伝達・処理技術（情報を伝達したり，処理するための技術）の変化，④取引・組織技術
（商取引を制御し，人々の協働を促進するための技術）の変化などが考えられる｠52）。こうした
技術の変化は，ビジネスモデルの供給側に影響を及ぼす要因であると位置づけられる。
　他方で，社会構造や生活習慣の変化の面への着目を通じて，新たなビジネスモデルの生成が
促されることがある｠53）。この面は，需要側の要因である。ビジネスモデルの進化が，これらの
要因によって誘発されるとしても，これらの２つの要因が変化すれば自動的に新たなビジネス
モデルが生み出されるわけではない。先駆的な企業家によるこれらの変化への着目が行われる
ことを通じて，新たなビジネスモデルの生成プロセスが開始させられるのである。
51）廣田（1992）  pp.126-127参照。
52）加護野・井上（2004）  p.22参照。
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２．既存のビジネスモデルにおける問題の発生の認識
　新たなビジネスモデルは多くの要素を統合して新たなシステムに作りあげることによっても
たらされるが，そうした統合の試みの背後には強烈な問題意識があることが多い。現在のビジ
ネスモデルについて生じがちな問題，故障，トラブルを明確に認識することがビジネスモデル
デザインの第一歩である｠54）。
　ビジネスモデルデザインの次のステップは，現在人々が直面する問題，故障，トラブルを何
とか無くしたいという「生活世界」｠55）における実感にねざした強烈な問題意識を踏まえて，現
在のシステムを見つめ直し，不満な点を根底的に解消し，生活実感の観点から納得のいくシス
テムに仕上げていくという取り組みを行うことである｠56）。
　技術と制度の変化が見られることを認識するとともに，まさにそれらの変化ゆえに，既存の
ビジネスモデルが成熟化し，環境の変化のなかで有効性を失ったり，効率的ではなくなり始め
ていることを認識することが，既存のビジネスモデルに代わる新たなビジネスモデルの提案を
行ううえで，まず必要である。従来，利用できていた技術基盤や競争環境が変わると，既存の
ビジネスモデルの優位性が崩れてしまうので，新たなビジネスモデルの導入が必要となる。家
電や化粧品業界の系列店を中心としたビジネスモデルについても，既存の仕組みのままでは不
十分だという問題認識が浸透し始めている。既存のビジネスの仕組みのもとで得られる成果で
は不十分だという問題の発生の認識が新たなビジネスモデルを作り上げる重要なステップの１
つなのである｠57）。
３．既存のビジネスモデルについての評価
　既存のビジネスモデルのあり方について問題がないかどうかを，事物的，社会的，時間的な
次元に関して評価を行い，チェックすることも必要である｠58）。この点については，アファー
（2004）でも，ビジネスモデルを，①Which，②How，③Whenなどについて有効性を検討す
べきことを主張している。その主張と，ルーマンによる社会システムのあり方を事物的，社会
的，時間的な次元について検討しようとする主張とは対応する面がある｠59）。その際の評価基準
53）加護野・井上（2004）  p.22参照。
54）廣田（1992）  p.126参照。
55）「生活世界」という用語は，フッサールやハーバーマスによるものであり，現在のビジネス慣行に対する
現象学的なとらえ直しが新たなビジネスモデルを作り出す契機であると考えられる。
56）廣田（1992）  p.126参照。
57）加護野・井上（2004）  p.21参照。
58）事物的，社会的，時間的という３つの次元から社会システムの意味を点検することの重要性は，ルーマ
ン（1993）によって指摘されているが，廣田（2007），廣田（2008）などにおいても，その点の検討を行っ
ている。加護野・井上（2004）では，事業システムの検討を行ううえでの，有効性，効率性，模倣の困難性，
持続の可能性，発展の可能性という５つの基準を示している。加護野・井上（2004）  p.38参照。
59）アファー（2004）  pp.93-107参照。
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は，事物的なものとしては，同じ価値あるいは類似の価値を提供する他のビジネスモデルと比
べて効率がよいかどうかという効率性をめぐる基準がある。次に，社会的なものとしては，当
該ビジネスモデルは製品やサービスを受ける顧客によって大きな価値があると認められている
かどうかという有効性をめぐる基準や，競争相手にとってどの程度模倣が難しいと見なされて
いるかという模倣可能性をめぐる基準が考えられる。さらに，時間的なものとしては，当該ビ
ジネスモデルが長期にわたって持続しうるかどうかという持続の可能性をめぐる基準や，当該
ビジネスモデルが将来の発展可能性をどの程度もっているかという発展可能性をめぐる基準が
考えられる｠60）。
４．新たなビジネスモデルの提唱
　既存のビジネスモデルが多くの問題点を有しており，そのもとで提供される製品やサービス
に問題があるとき，それに不満を抱いた人々は，何とかして問題を解決できないかと考え始め
る。既存のビジネスモデルのもとでは，もはや時代遅れとなり，不要となった活動や側面が用
いられているという問題に気づき始める。かつては必要であったとしても，技術の変化や制度
の変化によって不要となっている要素や活動を省き，新たな技術や新たな制度を用いて，新た
なビジネスモデルを導入しようとするのである｠61）。こうした取り組みは，「ブルーオーシャン
戦略」なる戦略論において，新たな戦略へ取り組むための取り組みとして４つのアクションが
提案されているのと類似している。つまり，現行のシステムに対して，「減らす」「取り除く」「付
け加える」「増やす」などのアクションが提案されているのである｠62）。
　既存のビジネスモデルのもとでの，ヒト，モノ，カネ，情報の流れに対し，不要になってい
る要素を取り除いたり，減らしたりするとともに，より価値を高めうる面については，付け加
えたり，増やすというアクションによって新たなビジネモデルの提唱が可能になる。
　ビジネスモデルの革新にあたっては，情報コストの削減，決済コストの削減，在庫コストの
削減など取引コストの最小化により，連結の経済性を実現することがめざされる場合がある。
しかしながら，こうした経済性の追求だけでは満足しない企業家が，制度の変革や規制緩和の
可能性へ向けて働きかけたり，現状に不満をもつ人々の価値観にも目を向けたりしながら，従
来なかったビジネスモデルを作り上げ，有用であるだけでなく快適であり，創造的な興奮を呼
ぶような新製品や新サービスを実現させようとする取り組みが見られる｠63）。
　こうしたビジネスモデルの実現によって，社会でのヒト，モノ，カネ，情報の流れの変革が
60）加護野・井上（2004）  p.39参照。なお，加護野・井上（2004）では，ビジネスモデルという用語ではなく，
事業システムという用語を用いている。
61）廣田（1992）  pp.116-117参照。
62）キム＝モボルニュ（2005）  pp.50-61参照。
63）廣田（1992）  pp.126-127参照。
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実現され，受入れられるには，関係者の価値観の変革を必要とする場合がある。たとえば，イ
ンターネットが幅広く，社会の各活動に取り入れられるようになったのは，多くの人びとのネ
ット利用についての価値観の変化が生じてきたからである。こうした価値観の変化に裏づけら
れて新たなビジネスモデルの提案が行われるからこそ，従来のヒト，モノ，カネ，情報の流れ
を一新するビジネスモデルが誕生することになるのである｠64）。
Ⅵ　結論
　各企業のビジネス展開を効果的なものとするには，企業諸活動の組織化を図るとともに，取
引業者や顧客などの環境主体の動きに対処できる事業システムの整備を行わなければならな
い。企業活動の組織化と事業システムの整備を通じて作りあげた企業活動の仕組みはビジネス
モデルと呼ばれるようになってきているが，激化する企業競争のもとで，さまざまなビジネス
モデルの形態が生み出されている。
　組織化と事業システムの整備によって，企業が活用できる資源，情報，心理的エネルギーを
より有効に利用して，企業目的をよりよく達成するビジネスモデルの創造が可能となる。こう
した組織化と事業システムの整備を通じて形成されるビジネスモデルの構成要素には，顧客に
対する取り組み，企業活動の基本プロセス，経営資源の活用，社外との関係，成果向上の取り
組みなどがある。
　これらの構成要素から成るビジネスモデルの形成を通じて価値創造を行う方法には，企業組
織が用いるテクノロジーごとに異なる形態が見られる。長連結型テクノロジーを用いる製造業
などでは，バリューチェーンという形態で価値創造活動が展開されている。従来は，暗黙のう
ちに，すべての企業がバリューチェーンという形態を通じて価値創造を行っていると想定して
いたため，考えうるビジネスモデルのパターンが限定される傾向があった。ところで企業組織
が用いるテクノロジーには，媒介型と呼ばれるものや集中型と呼ばれるものもある。媒介型テ
クノロジーを用いるネットワーク型産業の場合，バリューチェーンという形態ではなく，バリ
ューネットワークという形態で価値が創造されるのであり，価値を創造するための主活動や支
援活動の内容や結び付けられ方は，バリューチェーンの場合と異なっている。そのため，ネッ
トワーク型産業におけるビジネスモデルには固有な特徴が見られることを本論文で論じた。ま
た，集中型テクノロジーを用いる組織体では，バリューショップという形態で価値を創造して
おり，価値創造のための主活動や支援活動の内容や結び付けられ方はバリューチェーンの場合
ともバリューネットワークの場合とも異なっている。このことを踏まえて集中型テクノロジー
のもとで価値を創造するバリューショップの体制を整えていくことが重要であることも論じ
64）廣田（1992）  pp.126-127参照。
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た。
　ビジネスモデルのデザインにあたってアーキテクチャやモジュール化という観点から取り組
む動きも見られ始めていることも論じた。バリューチェーン，バリューネットワーク，バリュ
ーショップのそれぞれについて，よりモジュール化を促進させたり，プラットフォームと呼ば
れる共通なインフラストラクチャを整えようとしたりする動きも見られるようになってきてい
る。
　以上のようないくつかの基本的なビジネスモデルの形態分化のもとで，ビジネスモデルにつ
いての新たな動きが，独自な顧客価値の提供についての取り組み，企業活動の基本プロセスに
ついての新たな動き，経営資源保有の仕方についての新たな動き，コストダウンへの取り組み，
などについて見られることも本論文で示した。
　こうした新たなビジネスモデルデザインが，新たなビジネスモデルの生成を促す要因への着
目，既存のビジネスモデルにおける問題の発生の認識，既存ビジネスモデルについての評価，
新たなビジネスモデルの提唱，などのプロセスを経て作りあげられていることを最後に論じた。
【参考文献】
Afuah, Allan, Business Models: A Strategic Management Approach, McGraw-Hill, 2004.
青島矢一・武石　彰「アーキテクチャという考え方」『日本の企業システム　第３巻　戦略とイノベーション』
有斐閣，2006年。
Chesbrough, Henry, Open Business Models: How to Thrive in the New Innovation Landscape, Harvard 
Business School Press, 2006.  （ヘンリ ・ーチェスブロウ著，栗原　潔訳『オープンビジネスモデル』翔泳社，
2007年。
藤本隆宏・武石　彰・青島矢一編『ビジネス・アーキテクチャ　製品・組織・プロセスの戦略的設計』有斐閣，
2001年。
福島美明『サプライチェーン経営革命』日本経済新聞社，1998年。
Hamel, Gary, Leading the Revolution, Harvard Business School Press, 2000.  （ゲイリー・ハメル著，鈴木主税・
福嶋俊造訳『リーディング・ザ・レボリューション』日本経済新聞社，2001年。）
Hammer, Michael and James Champy, Reengineering the Corporation: A Manifesto for Business Revolution, 
Nicholas Brealey, 1993.  （マイケル・ハマー＆ジェイムズ・チャンピ─著，野中郁次郎訳『リエンジニアリ
ング革命』日本経済新聞社，1993年。）
ヘーゲルⅢ／シンガー「アンバンドリング：大企業が解体されるとき」『DIAMONDハーバード・ビジネス・レ
ビュー』2000年４月号。
廣田俊郎「ソーシャル・イノベーションと経営戦略」『オフィス・オートメーション』Vol.9，No.2，1988年。
廣田俊郎「変革期の経営戦略─ソーシャル・イノベーション・アプローチ─」『現代の経営と管理』中央経済社，
1992年。
廣田俊郎「企業ドメインの設定と変革の戦略についての概念的考察」『商学論集（関西大学）』第52巻第３号，
2007年。
廣田俊郎「競争戦略の基本次元と競争戦略論の展開についての考察」『商学論集（関西大学）』第52巻第６号，
2008年。
石原武政／石井淳蔵『製販統合─変わる日本の商システム』日本経済新聞社，1996年。
Johnson, Marc W., Seizing the White Space: Business Model Innovation for Growth and Renewal, Harvard 
関西大学商学論集　第59巻第３号（2014年12月）106
Business School Press, 2010.  （マーク・ジョンソン著，池村千秋訳『ホワイトスペース戦略』阪急コミュ
ニケーションズ，2011年。）
加護野忠男・井上達彦『事業システム戦略　事業の仕組みと競争優位』有斐閣アルマ，2004年。
Kim, Chan W. and Renee Mauborgne, Blue Ocean Strategy, Harvard Business School Press, 2005.  （Ｗ・チャ
ン・キム／レネ・モボルニュ著，有賀裕子訳『ブルー・オーシャン戦略』ランダムハウス講談社，2005年。）
国領二郎『オープン・アーキテクチャ戦略』ダイヤモンド社，1999年。
Luhmann, Niklas, Soziale Systeme: Grundriß einer allgemeinen Theorie, Suhrkamp Verlag, 1984.  （ニクラス・
ルーマン著，佐藤勉監訳『社会システム理論（上）』恒星社厚生閣，1993年，ニクラス・ルーマン著，佐藤
勉監訳『社会システム理論（下）』恒星社厚生閣，1995年。）
March, James G., “Exploration and Exploitation in Organizational Learning,” Organization Science, Vol. 2, 
No.1, 1991.
March, James G. and Herbert Simon, Organizations Second Edition, John Wiley & Sons, 1993.  （ジェームズ・
Ｇ・マーチ／ハーバート・サイモン著，高橋伸夫訳『オーガニゼーションズ』ダイヤモンド社，2014年。）
中田善啓『ビジネスモデルのイノベーション』同文舘出版，2009年。
岡田美弥子「ビジネスシステム研究の意義と課題」『日本情報経営学会誌　特集　ビジネスシステム研究の新展
開』Vol.33，No.2，2012年。
Osterwalder, Alexander & Yves Pigneur, Business Model Generation, John Wiley & Sons,2010.  （アレックス・
オスターワルダー＆イブ・ピニュール著，小山龍介訳『ビジネスモデル・ジェネレーション　ビジネスモ
デル設計書』翔泳社，2012年。
Porter, Michael E., Competitive Advantage, The Free Press, 1985.  （Ｍ・Ｅ・ポーター〔土岐　坤・中辻萬治・
小野寺武夫訳〕『競争優位の戦略』ダイヤモンド社，1985年。）
Saloner, Garth, Andrea Shepard and Joel Podolny, Strategic Management, John Wiley & Sons, 2001.  （ガース・
サローナー／アンドレア・シェパード／ジョエル・ポドルニー著，石倉洋子訳『戦略経営論』東洋経済新
報社，2002年。）
Stabell, Charles B. and Øystein D. Fjeldstad, “Configuring Value for Competitive Advantage: On Chains, 
Shops, and Networks,”Strategic Management Journal, Vol. 19, pp.413-437, 1998.
寺本義也・岩崎尚人・近藤正浩『ビジネスモデル革命　第２版』生産性出版，2007年。
Thompson, James D. Organizations in Action, Transaction Publishers, 2003.  （ジェームズ・Ｄ・トンプソン著，
大月博司・廣田俊郎訳『行為する組織』同文舘出版，2012年。）
友枝敏雄「相互行為論と社会システム論」『新　岩波講座　哲学11　社会と歴史』岩波書店，1986年。
月泉　博『よくわかる流通業界』日本実業出版社，2004年。
Zott, Christoph, Raphael Amit and Lorenzo Massa, “The Business Model: Recent Developments and Future 
Research,” Journal of Management, Vol.37 No.4, July 2011.
